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令和７年度地方財政計画のポイント①

総務省資料
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総務省資料

令和７年度地方財政計画のポイント②
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総務省資料「地方財政計画の概要」（抄）
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※ R3年度の地方税・地方譲与税等及び一般財源総額は、R2年度徴収猶予の特例分（0.2兆円）を除いている。

総務省資料
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給与関係経費 社会保障関係費等の一般財源 投資的経費 公債費 その他（兆円）

地方財政計画の歳出の推移

総務省データより作成
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総務省資料
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経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針2025）
令和７年６月13日閣議決定

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現
１．「経済・財政新生計画」の推進

（「経済・財政新生計画」に基づく今後の取組方針）
（略）予算編成においては、2027年度までの間、骨太方針2024で示された歳出改革努

力を継続しつつ、日本経済が新たなステージに移行しつつあることが明確になる中で、
経済・物価動向等を踏まえ、各年度の予算編成において適切に反映する179 。

179 社会保障関係費については、医療・介護等の現場の厳しい現状を踏まえ、これまでの歳出改革を
通じた保険料負担の抑制努力も継続しつつ、令和７年春季労使交渉における力強い賃上げの実現や
昨今の物価上昇による影響等を踏まえながら、経営の安定や現場で働く幅広い職種の方々の賃上げ
に確実につながるよう、的確な対応を行う。高齢化や高度化等による増加分に、こうした経済・物
価動向等を踏まえた対応による増加分を加えた、いわゆる自然増から、これまでの歳出改革努力を
継続する。

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針
（５）持続可能な地方行財政基盤の強化

（略）地方公共団体が行う公共事業や施設管理、サービス等における価格転嫁の推進

等や、地域を支える老朽インフラの適切な管理、地域医療提供体制の確保等のための
取組を進めるとともに、地方の一般財源の総額を確保して220、地域における賃上げを
起点とした成長型経済の実現を支える地方行財政基盤の持続性を確保・強化する。

220 骨太方針2024に基づき、交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる一般
財源の総額について、2024年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を
確保する。 8



総務省資料「地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律の概要（抄）
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いわゆる「１０３万円の壁」、「ガソリンの暫定税率」への対応

令和７年度与党税制改正大綱（自民、公明、国民３党幹事長合意関係）

第一 令和７年度税制改正の基本的考え方

（略）
なお、衆議院における令和６年度補正予算の採決に当たり、令和６年１２月

１１日に自由民主党、公明党及び国民民主党の幹事長間で、以下の合意がなさ
れた。

「一、いわゆる「１０３万円の壁」は、国民民主党の主張する１７８万円を目
指して、来年から引き上げる。

一、いわゆる｜ガソリンの暫定税率」は、廃止する。

上記の各項目の具体的な実施方法等については、引き続き関係者間で誠実に
協議を進める。」

自由民主党・公明党としては、引き続き、真摯に協議を行っていく。
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経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針2025）
令和７年６月13日閣議決定

第１章マクロ経済運営の基本的考え方

２．当面のリスクへの対応及び賃上げを起点とした成長型経済の実現

減税政策より賃上げ政策を採るという基本的考え方の下、足元の賃
金・所得の水準を前提として減税政策によって手取りを増やすのではな
く、賃上げによって手取りがえるようにする。そのために、経済全体の
パイを拡大する中で、物価上昇を上回る賃上げを普及・定着させ、現在
及び将来の賃金・所得が継続的に増加する「賃上げを起点とした成長型
経済」を実現することを目指す。
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【参考】（R7.6.6 第1次国土強靱化実施中期計画（抄））
事業規模は、今後５年間でおおむね20兆円強程度を目途とし、今後の資材価格・
人件費高騰等の影響については予算編成過程で適切に反映する。

終期を迎える地方債の概要（延長要望予定）

総務省データより作成

社会
基盤
施設

緊急防災・減災対策事業債 ○ ○
公共・公用施設の防災機能強化・耐震化、
避難所の環境改善・感染症対策等が対象

100% 70%

防災・減災、国土強靱化緊急対策事業債 ○
防災・減災、国土強靱化5カ年加速化対策
に伴う地方負担が対象

100% 50%

緊急自然災害防止対策事業債 ○
国の防災・減災、国土強靱化対策と連携し
て、地方団体が単独で実施する防災インフ
ラの整備事業

100% 70%

（参考）緊急浚渫推進事業債 ○
河川、ダム、砂防、治山、防災重点農業用
ため池等、農業用排水路に係る浚渫事業

100% 70%
R11年度
まで

脱炭素化推進事業債
再生可能エネルギー ○ ○ 太陽光・バイオマス発電、熱利用等 50%
省エネルギー ○ ○ 省エネ改修、LED照明の導入 30〜50%
公用車における電動車の導入 ○ EV、FCV、PHEVの導入 30%

R7年度
まで

事業名

R7年度
まで

90%

対象施設

公用
施設

公共施設
概要 交付税

措置率
充当率

地方債措置

事業
期間
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総務省資料「地方財政計画の概要」（抄）
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R7.4.9財政制度等審議会資料（抄）

令和７年度予算修正額
＋1,064億円
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R7.4.9財政制度等審議会資料（抄）
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R7.4.9財政制度等審議会資料（抄）
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R7.4.9財政制度等審議会資料（抄）
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内閣府資料
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内閣府資料

19



20



21



経済財政運営と改革の基本方針2025（骨太方針2025）

第３ 中長期的に持続可能な経済社会の実現

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針

（５）持続可能な地方行財政基盤の強化

（略）東京一極集中が続き行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある地

方公共団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源の

偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。

令和７年度与党税制改正大綱

第一 令和７年度税制改正の基本的考え方

（略）東京一極集中が続く中、既に地方に居住している人の流出を防止するとともに、都

市部から地方への移住を拡大する観点から、「若者・女性にも選ばれる地方」をつくるこ

とが重要である。このため、行政サービスの地域間格差が顕在化する中、拡大しつつある

地方公共団体間の税収の偏在や財政力格差の状況について原因・課題の分析を進め、税源

の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。

特に、住所地課税の例外となっている道府県民税利子制については、インターネット銀

行の伸長等の経済社会の構造変化により、あるべき税収帰属との乖離が拡大していること

から、金融機関等の事務負担に配慮するとともに、地方公共団体の意見を踏まえつつ、税

収帰属の適正化のための抜本的な方策を検討し、令和８年度税制改正において結論を得る。

社会経済情勢の変化に対応した地方税制のあり方検討
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総務省資料
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総務省資料
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総務省資料

（最大/最少：２．３倍） （最大/最少：２．５倍） （最大/最少：６．３倍） （最大/最少：３．６倍） （最大/最少：２．３倍）

※括弧内は宮崎県追記
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総務省資料
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令和７年４月１５日 財政制度等審議会資料
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令和７年４月１５日 財政制度等審議会資料
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令和７年４月１５日 財政制度等審議会資料
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第一令和７年度税制改正の基本的考え方

４．自動車関係諸税の総合的な見直し

（１）見直しに当たっての基本的考え方

自動車関係諸税については、日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望等を踏まえるとともに、「2050年カーボンニュートラル」目標の

実現に積極的に貢献するものでなければならない。その上で、

① ＣＡＳＥに代表される環境変化にも対応するためのインフラの維持管理・機能強化の必要性、地域公共交通のニーズの高まり等を踏ま

えつつ、自動車関係諸税全体として、国・地方を通じた安定的な財源を確保することを前提とする

② わが国のマルチパスウェイ戦略の下で、多様な動力源（パワートレイン）が併存していくことを踏まえた税制とする

また、わが国の自動車産業を取り巻く国際環境の変化を踏まえ、補助金等も活用しつつ、市場活性化や産業基盤の維持発展に配慮する

とともに、電費改善等のイノベーションを促し、質の高い電気自動車等の普及に資する税制とする

③ 二酸化炭素排出量抑制により、脱炭素化に向けた取組みに積極的に貢献するものとする

④ 自動車関係諸税を負担する自動車ユーザーの理解にも資するよう、受益者負担・原因者負担といった課税の考え方や、これまでの沿革

等を踏まえつつ、使途の明確化を図るとともに、受益と負担の対応関係を分かりやすく説明していく

その際、中長期的には、データの利活用による新たなモビリティサービスの発展等、自動車の枠を超えたモビリティ産業の発展に伴う

経済的・社会的な受益者の広がりや保有から利用への移行等も踏まえる

との考え方を踏まえつつ、公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期的な視点から、車体課税・燃料課税を含め総合的に検討し、見

直しを行う。

（２）車体課税の見直し

車体課税については、カーボンニュートラルの実現に積極的に貢献するものとすべく、国・地方の税収中立の下で、取得時における負担軽

減等課税のあり方を見直すとともに、自動車の重量及び環境性能に応じた保有時の公平・中立・簡素な税負担のあり方等について、関係者の

意見を聴取しつつ検討し、令和８年度税制改正において結論を得る。

（３）利用に応じた負担の適正化に向けた課税の枠組み

異なるパワートレイン間の税負担の公平性や将来に向けた安定的な財源確保、ユーザーの納得感の観点から、利用に応じた負担について、

使途、執行・関係技術等を踏まえ検討し、課税の枠組みについて、令和８年度税制改正において結論を得る。

自動車関係諸税の総合的な見直し

令和７年度与党税制改正大綱（車体課税、燃料課税関係）
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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令和７年４月２３日 地方財政審議会「自動車関係税制のあり方に関する検討会」資料
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